


１ 介護労働者や介護事業者を取り巻く状況 ②

○ 介護サービス事業の経営については、

・ サービスの種類、地域、規模、開設主体等により、経営状況が異なるものの、経営環境は厳しさ
を増している。

・ 訪問介護や通所介護は、特に受給者数の増を超える事業所数の増に伴い、競争が激化してい
る。

・ 介護サービス事業所運営上の問題点として、介護報酬の水準、労働条件・環境の改善、良質な
人材の確保に加え、書類作成や事務手続きの煩雑さを挙げる事業所が多い。

２



２ 基本的な考え方

○ 質が高い介護サービスを安定的に提供するためには、必要な介護労働力を安定的に確保するこ
とが必要であるが、介護事業の経営や介護労働者の処遇に影響を与えると考えられる要因は、次の
とおり様々である。

○ 介護報酬の水準のみでは介護事業の経営や介護労働者の処遇に係る問題の根本的な解決につ
ながらない。様々な要因について十分な分析を行い、幅広い観点からの施策を講じることが必要。

【介護事業の経営や介護労働者の処遇に影響を与えると考えられる要因】
① 介護報酬の水準

→ 労働者の専門性等に係る評価は適正か。人件費等の地域差を適正に反映しているか 等。

② 介護サービス事業に係る基準や規制の在り方

→ 事業者の経営努力や事業展開の妨げになっていないか 等。

③ 介護保険サービスの在り方とその範囲
→ 社会保険である介護保険が担うべき範囲のサービスか。

④ 介護事業市場の状況
→ 競争が激化しているのではないか 等。

⑤ 介護サービス事業のマネジメント
→ 収益を労働者の賃金に適切に分配できるような事業運営モデルになっているか 等。

⑥ 人事労務管理の在り方
→ 労働者の就業形態や介護能力に応じた職員配置は適正か 等。

⑦ 介護労働者市場や他の労働市場の状況
→ 好況経済下で労働市場全体が逼迫し、介護労働者のなり手が減っているのではないか 等。

⑧ 介護サービス提供以外の事務負担
→ 事務が煩雑であるため、介護サービスの効率的な提供の妨げになっているのではないか。
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３ 今後の検討課題 ①

【各事業に共通する事項について】

○ 介護労働者の定着を図るための措置を講じる際には、例えば常勤職員と短時間勤務職員などの

労働者の属性に応じた対策を講じることが必要ではないか。

○ 介護労働者のキャリアアップに資する基準や取組に対する評価等を検討する必要があるのでは
ないか。

○ 書類作成や事務に係る負担が可能な限り軽減されるよう規制の見直しが必要ではないか。

○ 介護労働者に対する適正な処遇の確保を可能とする介護報酬の水準について分析が必要では

ないか。

○ 事業所における介護労働者に係る人件費（※）配分の実態と人件費の決定要因、望ましい人件
費配分の在り方や適正な人件費配分を促す仕組みについて、分析が必要ではないか。
※ 外部委託、派遣等に係る費用を含む。

○ 給与水準等の地域差を適切に反映させる仕組みを検討する必要があるのではないか。

○ 事業所の労働条件、キャリアアップ、福利厚生、安全衛生管理等といった労働環境に関連する事
項を事業所が情報開示することを検討する必要があるのではないか。
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３ 今後の検討課題 ②

【訪問・通所系の事業について】
○ 業務の実態に即した適切なサービス提供を可能とする観点から、サービス提供責任者等につい
て、サービスの質の確保を前提に人員配置基準の在り方等を検討する必要があるのではないか。

○ 介護保険が担うべき役割を考慮しつつ、訪問介護における生活援助の在り方や、介護保険サー
ビスと相対契約による付加的なサービスの組み合わせの在り方を検討する必要があるのではない
か。

【施設系の事業について】

○ 施設入所者の重度化の進展などを踏まえた施設の人員配置基準の在り方等について検討する

必要があるのではないか。

○ 施設系の事業者については、将来の施設の建替え等に備えた資金の積立てにより人件費等の

必要な運営コストを過度に圧迫することのないよう、収入により建替えに要する借入金を返済してい

くモデルに切り替えることが必要ではないか。

【その他】

○ 実地指導・監査や制度の運用に関し、極力事業者の事務負担の増加を招かない仕組みを検討

する必要があるのではないか。
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